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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　芯材と、前記芯材の両面に積層された繊維補強材とからなる繊維強化成形体において、
　前記芯材は、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂が含浸して前記メ
ラミン樹脂発泡体の圧縮状態で前記フェノール樹脂が硬化したものであり、
　前記繊維補強材は、炭素繊維織物にフェノール樹脂が含浸硬化したものからなり、
　前記芯材と前記繊維補強材とは、前記芯材のメラミン樹脂発泡体に含浸したフェノール
樹脂と前記繊維補強材の炭素繊維織物に含浸したフェノール樹脂の硬化によって一体化し
ており、
　前記繊維強化成形体の厚みが１．５～５ｍｍであり、
　前記繊維強化成形体に対する前記繊維補強材全体の厚みの割合が３０～８０％であり、
　前記繊維強化成形体は、曲げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０
ＧＰａ以上、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時
に、繊維強化成形体が破壊する時の荷重）が２００Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準
拠）が０．７０～１．３０であって国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性を有
することを特徴とする繊維強化成形体。
【請求項２】
　前記繊維強化補強材は、前記芯材の両面で前記炭素繊維織物の積層数が等しく、２層以
上であることを特徴とする請求項１に記載の繊維強化成形体。
【請求項３】
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　前記繊維強化成形体中には難燃剤を含まないことを特徴とする請求項１または２に記載
の繊維強化成形体。
【請求項４】
　連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂が含浸し、前記メラミン樹脂発
泡体が圧縮された状態で前記フェノール樹脂が硬化した芯材と、炭素繊維織物にフェノー
ル樹脂が含浸硬化した繊維補強材とよりなって、前記芯材の両面に前記繊維補強材が積層
一体化している繊維強化成形体の製造方法であって、
　連続気泡を有する厚み３～５０ｍｍのメラミン樹脂発泡体と炭素繊維織物の何れか一方
または両方にフェノール樹脂を含浸させる含浸工程と、
　前記含浸工程後に前記メラミン樹脂発泡体の両面に、それぞれ前記炭素繊維織物を該炭
素繊維織物の厚みが０．２～２．０ｍｍとなるように複数積層配置して積層体を得る積層
工程と、
　前記積層体を圧縮及び加熱する圧縮加熱工程とからなり、
　前記含浸工程における含浸は、以下の式（Ａ１）で規定される樹脂比率が４０～７０％
の範囲となるように行い、
　前記圧縮加熱工程における圧縮は、以下の式（Ｂ１）で規定される圧縮率が２００～１
５００％となるように圧縮し、
　前記圧縮加熱工程により、前記積層体のメラミン樹脂発泡体を圧縮した状態で前記フェ
ノール樹脂を硬化反応させて前記芯材及び前記繊維補強材を形成すると共に、前記芯材と
前記繊維補強材を一体化させ、前記繊維強化成形体の厚みが１．５～５ｍｍ、前記繊維強
化成形体に対する前記繊維補強材全体の厚みの割合が３０～８０％、前記繊維強化成形体
の曲げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊荷重（
ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形体が破
壊する時の荷重）が２００Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～１．３
０であって国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性を有する繊維強化成形体を製
造することを特徴とする繊維強化成形体の製造方法。
【数３】

【数４】

【請求項５】
　前記積層工程において、前記メラミン樹脂発泡体の両面で前記炭素繊維織物の積層数を
等しくすることを特徴とする請求項４に記載の繊維強化成形体の製造方法。
【請求項６】
　前記圧縮加熱工程における前記圧縮率が３００～１０００％であることを特徴とする請
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求項４または５に記載の繊維強化成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、芯材と該芯材の両面に積層された繊維補強材とからなる繊維強化成形体とそ
の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、鉄道車両などの車両用部材として、鉄、アルミニウムなどの金属材料が一般的に
使用されている。しかしながら、軽量化の要求から、車両の内装材などにはガラス繊維や
炭素繊維などを用いた繊維強化複合材料（ＦＲＰ）の成形体が部分的に採用されている。
　また、車両用部材は、基本的に燃えにくい材料が採用されており、さらに使用部位によ
っては不燃性の材料が求められる。不燃性の繊維複合材料として特許文献１、２に記載さ
れているものがある。
　なお、ノートパソコン等の携帯機器などの筐体に好適な繊維強化成形体として特許文献
３に記載されているものがある。
【０００３】
　特許文献１には、難燃剤としてホウ酸１重量部に対しメタホウ酸ナトリウム３～８重量
部からなる難燃剤を用いた繊維強化フェノール樹脂成形品が開示されている。
　特許文献２には、少なくとも一側の面に熱伝導率１００Ｗ／ｍ・Ｋ以上の炭素繊維若し
くは金属繊維にマトリックス樹脂を含浸させて形成した繊維強化成形材を配置し、国土交
通省令第１５１号に準拠した試験で着火を起こさないようにした車両用部材が開示されて
いる。
　特許文献３には、連続気泡を有する熱硬化性樹脂発泡体に熱硬化性樹脂を含浸させて圧
縮した状態で硬化した芯材と繊維強化補強材の積層体からなる繊維強化成形体が開示され
ている。
【０００４】
　しかしながら、引用文献１の繊維強化フェノール樹脂成形品は、難燃剤としてメタホウ
酸ナトリウムを使用しており、難燃剤の添加が煩雑であると共に、製品コストがアップす
る問題がある。
　引用文献２の車両用部材は、熱伝導率１００Ｗ／ｍ・Ｋ以上の高熱伝導率の炭素繊維ま
たは金属繊維を使用しており、このような高熱伝導率の炭素繊維は非常に高価であるため
、製品コストが上昇する問題があり、一方、金属繊維を用いた場合には製品重量が増大し
て車両用部材に好ましくない問題がある。
　特許文献３の繊維強化繊維成形体は、車両用部材には不燃性および高剛性という点で不
十分である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－２３７１８５号公報
【特許文献２】特開２００５－１４４４９号公報
【特許文献３】特開２０１１－９３１７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は前記の点に鑑みなされたものであって、コストアップとなる難燃剤を使用する
ことなく、車両用部材に好適な不燃性を有し、高剛性で強度が高く、かつ軽量な繊維強化
成形体の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　請求項１の発明は、芯材と、前記芯材の両面に積層された繊維補強材とからなる繊維強
化成形体において、前記芯材は、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂
が含浸して前記メラミン樹脂発泡体の圧縮状態で前記フェノール樹脂が硬化したものであ
り、前記繊維補強材は、炭素繊維織物にフェノール樹脂が含浸硬化したものからなり、前
記芯材と前記繊維補強材とは、前記芯材のメラミン樹脂発泡体に含浸したフェノール樹脂
と前記繊維補強材の炭素繊維織物に含浸したフェノール樹脂の硬化によって一体化してお
り、前記繊維強化成形体の厚みが１．５～５ｍｍであり、前記繊維強化成形体に対する前
記繊維補強材全体の厚みの割合が３０～８０％であり、前記繊維強化成形体は、曲げ弾性
率（ＪＩＳ　Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ
７０７４－１９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形体が破壊する時の
荷重）が２００Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～１．３０であって
国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性を有することを特徴とする。
【０００８】
　請求項２の発明は、請求項１において、前記繊維強化補強材は、前記芯材の両面で前記
炭素繊維織物の積層数が等しく、２層以上であることを特徴とする。
【０００９】
　請求項３の発明は、請求項１又は２において、前記繊維強化成形体中には難燃剤を含ま
ないことを特徴とする。
【００１０】
　請求項４の発明は、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂が含浸し、
前記メラミン樹脂発泡体が圧縮された状態で前記フェノール樹脂が硬化した芯材と、炭素
繊維織物にフェノール樹脂が含浸硬化した繊維補強材とよりなって、前記芯材の両面に前
記繊維補強材が積層一体化している繊維強化成形体の製造方法であって、連続気泡を有す
る厚み３～５０ｍｍのメラミン樹脂発泡体と炭素繊維織物の何れか一方または両方にフェ
ノール樹脂を含浸させる含浸工程と、前記含浸工程後に前記メラミン樹脂発泡体の両面に
、それぞれ前記炭素繊維織物を該炭素繊維織物の厚みが０．２～２．０ｍｍとなるように
複数積層配置して積層体を得る積層工程と、前記積層体を圧縮及び加熱する圧縮加熱工程
とからなり、前記含浸工程における含浸は、以下の式（Ａ１）で規定される樹脂比率が４
０～７０％の範囲となるように行い、前記圧縮加熱工程における圧縮は、以下の式（Ｂ１
）で規定される圧縮率が２００～１５００％となるように圧縮し、前記圧縮加熱工程によ
り、前記積層体のメラミン樹脂発泡体を圧縮した状態で前記フェノール樹脂を硬化反応さ
せて前記芯材及び前記繊維補強材を形成すると共に、前記芯材と前記繊維補強材を一体化
させ、前記繊維強化成形体の厚みが１．５～５ｍｍ、前記繊維強化成形体に対する前記繊
維補強材全体の厚みの割合が３０～８０％、前記繊維強化成形体の曲げ弾性率（ＪＩＳ　
Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１
９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形体が破壊する時の荷重）が２０
０Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～１．３０であって国土交通省令
第１５１号に準拠した試験で不燃性を有する繊維強化成形体を製造することを特徴とする
。
【００１１】
【数１】
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【数２】

【００１２】
　請求項５の発明は、請求項４の前記積層工程において、前記メラミン樹脂発泡体の両面
で前記炭素繊維織物の積層数を等しくし、２層以上にすることを特徴とする。
【００１３】
　請求項６の発明は、請求項４または５の前記圧縮加熱工程における前記圧縮率が３００
～１０００％であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　繊維強化成形体に関する本発明は、繊維強化成形体の曲げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ　７０７
４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１９８８　Ａ
法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形体が破壊する時の荷重）が２００Ｎ以上、
比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～１．３０であって国土交通省令第１５１号
に準拠した試験で不燃性を有するため、車両用部材に好適な不燃性を有し、高剛性で強度
が高く、かつ軽量な繊維強化成形体が得られる。さらに、難燃剤が不要なため、低コスト
化を実現できる。
【００１５】
　繊維強化成形体の製造方法に関する本発明は、繊維強化成形体の曲げ弾性率（ＪＩＳ　
Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１
９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形体が破壊する時の荷重）が２０
０Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～１．３０であって国土交通省令
第１５１号に準拠した試験で不燃性を有する繊維強化成形体を製造することができ、車両
用部材に好適な不燃性を有し、高剛性で強度が高く、かつ軽量な繊維強化成形体を、難燃
剤を用いることなく低コストで製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明における繊維強化成形体の一実施形態の断面図である。
【図２】本発明における製造方法の一実施形態の工程を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の繊維強化成形体及びその製造方法について図面を用いて説明する。
　図１に示す本発明の一実施形態に係る繊維強化成形体１０は、芯材１１と、前記芯材１
１の両面に積層一体化された繊維補強材２１とからなり、鉄道車両などの車両用部材に好
適なものである。車両用部材の例として、天井材、内張り材（壁材等）、窓枠材等が挙げ
られる。前記繊維強化成形体１０には難燃剤を含んでいない。
【００１８】
　図示の繊維強化成形体１０は、所定平面サイズの板状からなり、厚みが１．５～５ｍｍ
、前記繊維強化成形体１０に対する前記繊維補強材２１全体の厚みの割合が３０～８０％
であり、曲げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ　７０７４－１９８８　Ａ法）が３０ＧＰａ以上、破壊
荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１９８８　Ａ法における曲げ弾性率算出時に、繊維強化成形
体が破壊する時の荷重）が２００Ｎ以上、比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）が０．７０～
１．３０であって国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性を有する。
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【００１９】
　前記繊維強化成形体１０の厚みが１．５ｍｍ未満では強度が不足する一方、５ｍｍを超
えると軽量性に欠けるようになる。また、前記繊維強化成形体１０に対する繊維補強材２
１全体の厚みの割合が３０％未満になると、破壊荷重が低下して車両用部材としては適さ
なくなる。一方、前記繊維強化成形体１０に対する繊維補強材２１全体の厚みの割合が８
０％を超えると、軽量性に欠けるようになると共にコストアップの要因となる。
【００２０】
　前記繊維補強材２１全体の厚みは、前記芯材１１の両面に積層されている繊維補強材２
１の厚みの合計である。前記繊維強化成形体１０に対する繊維補強材２１全体の厚みの割
合Ｚ（％）は、次式で算出される。
　Ｚ（％）＝繊維強化補強材の厚みの合計／繊維強化成形体の厚み×１００
なお、前記繊維強化補強材の厚みの合計は、前記繊維強化成形体１０の厚みから前記芯材
１１の厚みを減算することにより算出してもよい。また、前記繊維強化補強材の厚みの合
計値は、後述するように前記繊維強化補強材２１に使用されている炭素繊維織物の厚みの
合計値と等しいため、使用した炭素繊維織物の厚みの合計値を用いて前記繊維強化成形体
１０に対する繊維補強材２１全体の厚みの割合Ｚ（％）を計算してもよい。
【００２１】
　前記繊維強化成形体１０は、曲げ弾性率が３０ＧＰａ以上であるため、車両用部材とし
て好適な剛性を有し、かつ破壊荷重が２００Ｎ以上のため、車両用部材として好適な強度
を有する。
　また、前記繊維強化成形体１０は、比重が０．７０～１．３０であるため、軽量性に優
れ、車両用部材として好適な材料である。
　さらに、前記繊維強化成形体１０は、国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性
を有するため、車両用部材として好適な材料である。なお、国土交通省令第１５１号に準
拠した試験の判定は、「不燃性」の判定が最も難燃性が高いものである。本発明の繊維強
化成形体１０は、最も難燃性の高い「不燃性」判定となるものである。
【００２２】
　前記芯材１１は、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂が含浸して前
記メラミン樹脂発泡体の圧縮状態で前記フェノール樹脂が硬化したものである。前記メラ
ミン樹脂発泡体は樹脂単体が良好な難燃性を有するため、前記芯材１１の構成材として好
適なものである。前記メラミン樹脂発泡体の圧縮前の元厚みは、前記繊維強化成形体１０
の厚みにより異なるが、例えば３～５０ｍｍを挙げる。また、前記メラミン樹脂発泡体は
、圧縮容易性、含浸性、軽量性、剛性の点から、圧縮前の密度が５～１５ｋｇ／ｍ３のも
のが好ましい。
【００２３】
　前記繊維補強材２１は、炭素繊維織物にフェノール樹脂が含浸して硬化したものからな
る。
　前記炭素繊維織物は、軽量及び強度、高剛性に優れるものであり、特に、繊維が一方向
のみではない織り方のものが好ましく、例えば、縦糸と横糸で構成される平織、綾織、朱
子織及び３方向の糸で構成される三軸織などが好適である。また、前記炭素繊維織物は、
フェノール樹脂の含浸及び剛性、強度の点から、繊維重さが９０～４００ｇ／ｍ２のもの
が好ましい。前記繊維補強材２１を構成する炭素繊維織物は、前記芯材１１の両面にそれ
ぞれ２層以上積層されており、かつ積層数は前記芯材１１の両面で等しくするのが、前記
繊維強化成形体１０の剛性、強度向上、難燃性の点で好ましい。なお、前記繊維強化成形
体１０における繊維強化補強材２１の厚みの合計は、前記繊維強化補強材２１に使用され
ている炭素繊維織物の厚みの合計と等しくなる。
【００２４】
　前記メラミン樹脂発泡体及び前記炭素繊維織物に含浸するフェノール樹脂は、含浸後の
硬化によって前記繊維強化成形体１０の剛性及び強度、難燃性を高める。
【００２５】
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　また、前記繊維強化成形体１０中のフェノール樹脂の比率（すなわち繊維強化成形体の
樹脂比率）は、４０～７０％が好ましい。前記フェノール樹脂を前記繊維強化成形体の樹
脂比率範囲とすることにより、前記繊維強化成形体１０の軽量性、剛性、強度及び難燃性
をより良好にすることができる。なお、前記維強化成形体の樹脂比率（％）は、（繊維強
化成形体の重量－繊維強化成形体中の繊維補強材の重量）／繊維強化成形体の重量×１０
０の算出式で計算される。前記維強化成形体の樹脂比率（％）と、前記繊維強化成形体１
０を製造する際の式（Ａ１）で算出される樹脂比率とは同一の値である。前記維強化成形
体の樹脂比率（％）の算出式における「（繊維強化成形体の重量－繊維強化成形体中の繊
維補強材の重量）」は、「メラミン樹脂発泡体とメラミン樹脂発泡体に含浸したフェノー
ル樹脂と炭素繊維織物に含浸したフェノール樹脂の合計重量」に、値が一致する。
【００２６】
　前記芯材１１と前記繊維補強材２１との一体化は、前記フェノール樹脂が含浸したメラ
ミン樹脂発泡体と炭素繊維織物との積層体を圧縮した状態で前記フェノール樹脂を硬化さ
せることによって行う。
【００２７】
　次に、本発明の繊維強化成形体の製造方法について説明する。繊維強化成形体の製造方
法は、含浸工程、積層工程、圧縮加熱工程とからなる。
　含浸工程では、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体と炭素繊維織物の何れか一方また
は両方にフェノール樹脂を含浸させる。フェノール樹脂を繊維強化成形体全体に効率的に
含浸させるには、メラミン樹脂発泡体と炭素繊維織物の両方にフェノール樹脂を含浸させ
るのが好ましい。以下の例では、メラミン樹脂発泡体と炭素繊維織物の両方にフェノール
樹脂を含浸させる場合について示す。また、使用するメラミン樹脂発泡体は、圧縮容易性
、含浸性、軽量性、剛性の点から、厚み（圧縮する前の厚み）が３～５０ｍｍ、密度（圧
縮前の密度）が５～１５ｋｇ／ｍ３のものが好ましい。
【００２８】
　図２に示す（２－１）のように、含浸工程は含浸工程Ａと含浸工程Ｂの２種類からなる
。
　含浸工程Ａでは、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体１１Ａにフェノール樹脂１１Ｂ
を含浸させ、含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃを得る。
　一方、含浸工程Ｂでは、炭素繊維織物２１Ａにフェノール樹脂２１Ｂを含浸させ、含浸
済み炭素繊維織物２１Ｃを形成する。
【００２９】
　前記炭繊維織物２１Ａへのフェノール樹脂２１Ｂの含浸作業は、前記芯材１１の両面に
積層する炭素繊維織物の数に応じた枚数の炭素繊維織物に対して行う。前記含浸時のフェ
ノール樹脂１１Ｂ，２１Ｂは、未硬化の液状からなる。また、含浸を容易にするため、前
記フェノール樹脂１１Ｂ，２１Ｂは溶剤に溶かしたものが好ましく、含浸後に、含浸済み
メラミン樹脂発泡体１１Ｃ及び含浸済み炭素繊維織物２１Ｃを、前記フェノール樹脂の硬
化反応を生じない温度で乾燥させることにより、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃ
及び前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃから溶剤を除去する。含浸手段は、液状のフェノー
ル樹脂を収容した槽に前記メラミン脂発泡体あるいは炭素繊維織物を浸ける方法、スプレ
ーにより行う方法、ロールコータにより行う方法等、適宜の方法により行う。また、フェ
ノール樹脂の含浸量の調節は隙間を適宜調整した二本の絞りローラーに通すことにより行
う。フェノール樹脂の含浸量が増えると難燃性が悪化する方向に働くため、フェノール樹
脂の含浸量は、少ない方が望ましい。隙間を適宜調整した二本の絞りローラーに、フェノ
ール樹脂を含浸した連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体及びフェノール樹脂を含浸した
炭素繊維織物を通すことにより、余分なフェノール樹脂を絞り取ることができ、更に、フ
ェノール樹脂を、連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体及び炭素繊維織物に均一に分散さ
せることができる。
　なお、本実施例では、フェノール樹脂を溶剤に溶かした溶剤系で行ったが、フェノール
樹脂を水に溶かした水溶系で行ってもよい。
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【００３０】
　前記メラミン樹脂発泡体１１Ａへのフェノール樹脂１１Ｂの含浸と、前記炭素繊維織物
２１Ａへのフェノール樹脂２１Ｂの含浸は、前記式（Ａ１）で規定される樹脂比率が、４
０～７０％となるように行われる。前記樹脂比率とすることにより、前記繊維強化成形体
１０の軽量性、剛性、強度及び難燃性をより良好にすることができる。
【００３１】
　図２に示す（２－２）の積層工程では、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃの両面
に、前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃを複数枚積層配置して積層体１０Ｃとする。前記含
浸済み炭素繊維織物２１Ｃの積層枚数は、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃの両面
で等しくされる。なお、前記積層作業は、次に行う（２－３）の圧縮加熱工程で用いるプ
レス成形用下型３１の上面に、前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃの複数枚と前記含浸済み
メラミン樹脂発泡体１１Ｃと前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃの複数枚を、この順に重ね
て行ってもよい。また、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃと含浸済み炭素繊維織物
２１Ｃは、平面サイズが同サイズのものが好ましいが、異なっていている場合には、後述
の圧縮加熱工程後、最終的にトリミングすればよい。
【００３２】
　図２に示す（２－３）の圧縮加熱工程では、前記積層体１０Ｃをプレス成形用下型３１
と上型３３により、圧縮すると共に加熱する。圧縮は、前記式（Ｂ１）により得られる圧
縮率が２００～１５００％、特に好ましくは３００～１０００％となるようにする。なお
、前記プレス成形用下型３１と上型３３間の間隔を変化させて繊維強化成形体を実際に製
造し、得られた繊維強化成形体から圧縮率を計算して目的の圧縮率となる前記プレス成形
用下型３１と上型３３間の間隔を見つけておく。前記圧縮加熱工程時、前記プレス成形用
下型３１と上型３３間には適宜の位置にスペーサを設置して、前記プレス成形用下型３１
と上型３３間が所定間隔（積層体の所定圧縮厚み）となるようにする。また、加熱方法は
特に限定されないが、前記プレス成形用下型３１と上型３３にヒーター等の加熱手段を設
けて、前記プレス成形用下型３１と上型３３を介して行うのが簡単である。加熱温度は、
前記含浸しているフェノール樹脂の硬化反応温度以上とされる。
【００３３】
　前記圧縮加熱工程における圧縮により、前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃのフェノール
樹脂と前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃのフェノール樹脂が確実に接触する。そし
て前記圧縮加熱工程における加熱により、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃのフェ
ノール樹脂と前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃのフェノール樹脂がそれぞれ硬化反応を開
始し、前記積層体１０Ｃの圧縮状態、すなわち前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃが
圧縮された状態で硬化する。それにより、前記含浸済みメラミン樹脂発泡体１１Ｃから前
記芯材１１が形成され、また、前記含浸済み炭素繊維織物２１Ｃから前記繊維補強材２１
が形成され、前記芯材１１と前記繊維補強材２１が一体化して前記繊維強化成形体１０が
形成される。その後、加熱圧縮を解除して前記繊維強化成形体１０を得る。
【実施例】
【００３４】
フェノール樹脂は、住友ベークライト株式会社製、品名；ＰＲ－５５７９１Ｂ、樹脂濃度
６０ｗｔ％エタノール溶液を用いた。このフェノール樹脂に平織の炭素繊維織物（東邦テ
ックス株式会社製、品名；Ｗ－３１０１、繊維重さ２００ｇ／ｍ２）を漬け、取り出した
後に２５℃の室温にて２時間自然乾燥し、更に６０℃の雰囲気下にて１時間乾燥させて含
浸済み炭素繊維織物を、表１の各実施例及び各比較例の必要枚数に応じて形成した。炭素
繊維織物は、２００×３００ｍｍの平面サイズに裁断したもの（重量１２ｇ／枚、厚み０
．２３ｍｍ）を使用した。乾燥後の含浸済み炭素繊維織物は、１枚当たり２２ｇであった
。なお、含浸量の調節は、フェノール樹脂から取り出した炭素繊維織物を、隙間を調整し
た二本の絞りローラーに通すことにより行った。
【００３５】
　また、表１の各実施例及び各比較例の厚みにした連続気泡を有するメラミン樹脂発泡体
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（ＢＡＳＦ社製、品名：バソテクトＧ、密度９ｋｇ／ｍ３）を、平面サイズ２００×３０
０ｍｍに切り出し、前記炭素繊維織物と同様にしてフェノール樹脂溶液に漬け、取り出し
た後に２５℃の室温にて２時間自然乾燥し、更に６０℃の雰囲気下にて１時間乾燥させて
含浸済みメラミン樹脂発泡体を形成した。含浸前のメラミン樹脂発泡体の重量、含浸前の
炭素繊維織物全体（全積層数）の重量、含浸後（乾燥後）のメラミン樹脂発泡体と炭素繊
維織物の合計重量、樹脂比率（前記樹脂比率の式（Ａ１）で計算した値）を表１に示す。
【００３６】
【表１】

【００３７】
　次に、予め離型剤を表面に塗布したＳＵＳ製のプレス成形用の下型（平板状）の上に、
含浸済み炭素繊維織物の複数と含浸済みメラミン樹脂発泡体と含浸済み炭素繊維織物の複
数を、この順に重ねて配置することにより、含浸済みメラミン樹脂発泡体の両面に含浸済
み炭素繊維織物を複数枚配置した積層体をプレス成形用下型上にセットした。その状態で
、プレス成形用下型上の積層体を、１５０℃で１０分間、１０ＭＰａの面圧をかけてプレ
ス成形用上型（平板状）で押圧し、圧縮及び加熱を行ない、前記圧縮状態でフェノール樹
脂を反応硬化させた。その際の成形体の加熱は、上下のプレス型に取り付けられた鋳込み
ヒーターにより行なった。また、プレス成形用下型と上型間には、表２の板厚と等しい厚
みのＳＵＳ製スペーサを介在させて下型と上型間の間隔、すなわち積層体の圧縮厚みを調
整した。その後、プレス成形用下型と上型を室温で冷却させた後に下型と上型を開き、芯
材の両面に繊維補強材が積層一体化した繊維強化成形体を得た。この繊維強化成形体を１
８２×２５７ｍｍにトリミングして各実施例及び各比較例の繊維強化成形体とした。
【００３８】
　各実施例及び各比較例の繊維強化成形体について、繊維強化成形体の厚み（板厚）及び
比重（ＪＩＳ　Ｋ７１１２準拠）を測定した。繊維強化成形体の厚み（板厚）はデジタル
マイクロメーターにより測定した。なお、繊維強化成形体の厚み（板厚）は、前記プレス
成形用下型と上型間の間隔と等しかった。また、前記繊維強化成形体に対する繊維補強材
全体の厚みの割合（％）と、前記圧縮率を計算した。なお、圧縮率の計算式（Ｂ１）にお
ける圧縮前のメラミン樹脂発泡体の厚みは、表１に示したメラミン樹脂発泡体の厚みを用
いた。
　各実施例及び各比較例の繊維強化成形体について、曲げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－
１９８８　Ａ法）、破壊荷重（ＪＩＳ　Ｋ７０７４－１９８８　Ａ法における曲げ弾性率
算出時に、繊維強化成形体が破壊する時の荷重）を測定し、また国土交通省令第１５１号
に準拠した燃焼試験を行った。
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　各結果を、表２に示す。なお、表２における樹脂比率は、表１で示した樹脂比率である
。
【００３９】
【表２】

【００４０】
　実施例１～実施例３は、繊維強化成形体の板厚が２ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全
積層数が４、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が４６．０％、圧縮率
が３６２．９６％、樹脂比率が４２．９～６８．０％である。また、比重が０．７０～１
．２５と軽量であり、弾性率が３１～４６ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が２００～２７
０Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃であり、難燃性の高いものである。
【００４１】
　実施例４は、繊維強化成形体の板厚が３ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が４
、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が３０．７％、圧縮率が３８０．
７７％、樹脂比率が６６．７％である。また、比重が０．８０と軽量であり、弾性率が３
５ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が２１０Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃であ
り、難燃性の高いものである。
【００４２】
　実施例５は、繊維強化成形体の板厚が３ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が１
０、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が７６．７％、圧縮率が６１４
．２９％、樹脂比率が４４．４％である。また、比重が１．２０と軽量であり、弾性率が
４９ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が６２０Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃で
あり、難燃性の高いものである。
【００４３】
　実施例６は、繊維強化成形体の板厚が３ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が６
、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が４６．０％、圧縮率が２０８．
６４％、樹脂比率が６０．０％である。また、比重が１．００と軽量であり、弾性率が３
７ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が３５０Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃であ
り、難燃性の高いものである。
【００４４】
　実施例７は、繊維強化成形体の板厚が５ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が１
０、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が４６．０％、圧縮率が２７０
．３７％、樹脂比率が６０．０％である。また、比重が１．００と軽量であり、弾性率が
４０ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が１０００Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃
であり、難燃性の高いものである。
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【００４５】
　実施例８は、繊維強化成形体の板厚が１．５ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数
が４、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が６１．３％、圧縮率が７６
２．０７％、樹脂比率が４６．７％である。また、比重が１．００と軽量であり、弾性率
が４３ＧＰａで剛性が高く、破壊荷重が２１０Ｎで強度が高く、かつ燃焼試験結果が不燃
であり、難燃性の高いものである。
【００４６】
　比較例１は、繊維強化成形体の板厚が本発明の範囲より薄い１ｍｍ、芯材両面の炭素繊
維織物の全積層数が２（片面各１枚）、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの
割合が４６．０％、圧縮率が８２５．９３％、樹脂比率が６６．７％である。また、比重
が１．２０と軽量性を有し、弾性率が４４ＧＰａで剛性が高いものである。しかし、破壊
荷重が１３０Ｎであり、実施例よりも強度が低かった。なお、燃焼試験結果は不燃であり
、難燃性の高いものである。
【００４７】
　比較例２は、繊維強化成形体の板厚が２ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が２
（片面各１枚）、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が本発明の範囲よ
り低い２３．０％、圧縮率が２２４．６８％、樹脂比率が本発明の範囲を超える７１．４
％である。比重は０．７０で軽量であったが、弾性率が２９ＧＰａであり、剛性が実施例
よりも低かった。さらに、破壊荷重が１４０Ｎであり、強度も実施例よりも低かった。ま
た、燃焼試験結果は、実施例の不燃よりもランクの低い難燃であり、実施例よりも難燃性
に劣っている。
【００４８】
　比較例３は、繊維強化成形体の板厚が２ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が４
、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が４６．０％、圧縮率が３６２．
９６％、樹脂比率が本発明の範囲を超える７１．４％である。また、比重が本発明の範囲
を超える１．４０であり、実施例と比べて軽量性に劣るものである。弾性率は４５ＧＰａ
で剛性が高く、破壊荷重が３００Ｎで強度が高いものである。また、燃焼試験結果は、実
施例の不燃よりランクの低い難燃であり、実施例よりも難燃性に劣っている。
【００４９】
　比較例４は、繊維強化成形体の板厚が２ｍｍ、芯材両面の炭素繊維織物の全積層数が４
、繊維強化成形体に対する繊維補強材全体の厚みの割合が４６．０％、圧縮率が３６２．
９６％、樹脂比率が本発明の範囲よりも低い３８．５％である。また、比重は０．６５と
軽量であったが、弾性率が２８ＧＰａで剛性が実施例よりも低く、かつ破壊荷重が１８０
Ｎで実施例より強度も低いものであった。なお、燃焼試験結果は不燃であり、難燃性の高
いものである。
【００５０】
　本実施例では、難燃剤を使用していないが、不燃性に影響を与えない範囲で、ホウ酸や
メタホウ酸ナトリウム等の公知の難燃剤を使用しても良い。
【００５１】
　このように、本発明の実施例品は、車両用部材に好適な不燃性を有し、高剛性で強度が
高く、かつ軽量である。さらに、高価な難燃剤が不要なため、低コスト化を実現できる。
【００５２】
　さらに、本発明は、その課題を不燃性である繊維強化成形体を提供することのみとする
場合、以下のようにも表現される。すなわち、本発明の別の態様は、芯材と、前記芯材の
両面に積層された繊維補強材とからなる繊維強化成形体において、前記芯材は、連続気泡
を有するメラミン樹脂発泡体にフェノール樹脂が含浸して前記メラミン樹脂発泡体の圧縮
状態で前記フェノール樹脂が硬化したものであり、前記繊維補強材は、炭素繊維織物にフ
ェノール樹脂が含浸硬化したものからなり、前記芯材は一枚であり、その両面には、複数
の前記炭素繊維織物が積層され、前記芯材と前記繊維補強材とは、前記芯材のメラミン樹
脂発泡体に含浸したフェノール樹脂と前記繊維補強材の炭素繊維織物に含浸したフェノー
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ル樹脂の硬化によって一体化しており、式（Ａ１）で規定される樹脂比率が、４０～７０
％である国土交通省令第１５１号に準拠した試験で不燃性を有することを特徴とする繊維
強化成形体である。
【符号の説明】
【００５３】
　１０　繊維強化成形体
　１０Ｃ　積層体
　１１　芯材
　１１Ａ　メラミン樹脂発泡体
　１１Ｂ　フェノール樹脂
　１１Ｃ　含浸済メラミン樹脂発泡体
　２１　繊維補強材
　２１Ａ　炭素繊維織物
　２１Ｂ　フェノール樹脂
　２１Ｃ　含浸済み炭素繊維織物

【図１】 【図２】
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